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▶ １　はじめに─公職者による SNS の利活用と言論空間の構造転換

　現代において政府，そして公職者が広報活動をおこなうフィールドは，テレビや新聞と
いった既存メディアから，インターネットを通じたソーシャルメディア，特に SNS（social 
networking service）へシフトしつつある。情報通信白書平成 30 年度版の定義を借り受
けるなら，ソーシャルメディアは「ブログ，ソーシャルネットワーキングサービス

（SNS），動画共有サイトなど，利用者が情報を発信し，形成していくメディア」を指して
いる 1。ここからも明らかなとおり，SNS は，ソーシャルメディアの一形態という位置づ
けになる。そして後述する Packingham 判決の中でアメリカの連邦最高裁が言及してい
るように，本稿でいう SNS の具体例に Facebook，LinkedIn，Twitter などが含まれるこ
とは明らかであるといってよい。ところで，公職者（パブリック・オフィシャル。ここに
は大統領・知事といった公的立場についた政治家や，内閣他の公的な政治機関も含めて考
えている）による SNS の利活用の狙いはなんだろうか。
　知事時代，そしてその後において Twitter をうまく駆使してきたある政治家の一人は，
次のように雑誌のインタビューに応じている。「しかし使っていくにつれ，ツイッターの
メリットがわかってきた。メディアを通じてのメッセージは，ほぼ編集されてしまうもの
だが，メディアによる編集抜きにダイレクトにメッセージを発信できるのは本当にありが
たい。また，メディアの報じ方がおかしかったり，誤解を招くような切り取り方をされた
りしても，すぐにツイッターで指摘できる。2」
　これは，公職者が SNS を重視するその本質を，単純ながらも的確にとらえた指摘に見
える。これまで公職者は，否応がなしにマスメディアを通じてでしか，有権者・国民への
情報発信を行うことができなかった。情報発信の媒体を，マスメディアが事実上独占して
いたからである。そうした事実上の権力関係から，政治アクターとマスメディアは時に互
いを忖度しあい，時に対抗しながら関係性を形成してきた。しかしその関係性は，イン
ターネットの登場・普及とともに終焉を迎える。自らが自由に利活用できる情報発信媒体
の存在と，しかも内容を「他者」によって編集されないという強みは，多くの公職者に
とって大きな利点のひとつであったことは疑いない。トランプ大統領もこうした視点で
Twitter などの SNS を多用している側面がある。このような昨今の公職者の動きを憲法
学，そしてメディア法の視点から検討するうえで，本稿では，近時アメリカにおいて下さ
れた公職者による SNS 利用に関係する興味深い判決を取り上げたい。

大統領のSNSアカウントは
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▶ ２　SNS とパブリック・フォーラム論

（1）前提─パブリック・フォーラム論
　さて本題に移る前にここで本稿が取り上げる判決で示される「パブリック・フォーラ
ム」論について若干の整理を行っておきたい。パブリック・フォーラム論はアメリカの修
正一条法理の中でも，非常に有名なものであり，これは言論活動を行う「場」に着目した
理論である。まずいくら言論の自由が保障されていたとしても，その自由を行使するため
の「場」が用意されていなければ，それら自由は意味をなさない。通常，こうした「場」
は，私的・公的な管理権（所有権）が発生しており，管理者にとって不快な言論者を，管
理権を盾にに排除することがありうる。パブリック・フォーラム論はそうした管理権（特
に，公的なもの）に対抗するための判例法理である。
　その内容は，Perry Education Ass’n v. Perry Local Educators’ Ass’n 連邦最高裁判決
で示された通り，大きく分けて３つ + αに区分される 3。まず伝統的パブリック・フォー
ラムは，道路や公園に代表されるように，（記憶にないほどはるか昔から）伝統的に公衆
のために利用されてきた場を表している。そこでは内容規制，特に見解差別については厳
格審査が適用され，原則として禁止される。他方で，指定的パブリック・フォーラムは，
公立劇場などが典型例としてあがるように，政府が言論活動を主目的とするパブリック・
フォーラムとして意図的に指定し，開放した「場」である。この場合，設置・維持につい
ては政府の裁量となるが，一度設置して維持し続けている以上は，伝統的パブリック・
フォーラムと同じように扱われる（またその中でも特定の目的や主題等のために利用を限
定した限定的パブリック・フォーラムも存在する）。これ以外に，上記二つに該当しない
とされた場（典型例としては刑務所や軍事施設）は，非パブリック・フォーラムと呼ば
れ，見解差別以外の規制は合理的な範囲で許容されることになる4。
　これに加えて，パブリック・フォーラム法理が，政府が自らを代弁している場合には適
用されないという政府言論の法理がある 5。そこでは，❶政府が当該言論を政府のメッセー
ジを伝達するために使用したか，❷当該言論が政府と密接に同一のものと，社会通念上

（in the public mind），把握されているかどうか，❸政府が当該言論を直接的に管理でき
るかによって判断されることになる 6。

（2）トランプ大統領にBanされた！！
　さて，以上のようにパブリック・フォーラム論を整理したうえで，いよいよ本題たる判
決の検討に移りたい。
　Knight First Amendment Inst. at Columbia Univ. v. Trump7 事件は，2017 年 6 月 11
日，Knight Institute（正式名称：the Knight First Amendment Institute at Columbia 
University）および 14 名の原告団が，ドナルド・トランプ大統領と，当時彼の報道官で
あったシーン・スパイサー（Sean Spicer），そしてソーシャルメディア担当官であったダ
ニエル・スカヴィーノ（Daniel Scavino）を，ニューヨーク南部地区連邦地裁に提訴した
ところからはじまる。これら 14 名の原告団は，いずれもトランプ大統領が利用する
Twitter アカウント @realDonaldTrump において批判的コメントを返信（リプライ）し
たところ，当該アカウントから「ブロック」され，さらにその措置によって，Knight 
Institute は，ブロックされた原告らのアカウントからトランプ大統領に返信した内容を
見ることが妨げられたとして，修正一条上の権利侵害を主張したのである。
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（3）地裁判決の判旨
　Naomi Reice Buchwald 裁判官による判決は，まず Twitter というソーシャルメディア
の特徴を描き出すところから始めている。なかでも Twitter の最大の特徴を，他者のメッ
セージを再投稿（repost）したり，応答（respond）したり，さらにはそうしたメッセー
ジとの関連でその他の Twitter ユーザーと相互交流（interact）するユーザーのアビリ
ティにあると指摘する 8。
　その主な機能として，Twitter には，単につぶやきを投稿するのみならず，他のユー
ザーの投稿を自分のツイートに引用する「リツイート（retweet）」，他のユーザーの投稿
に返信をする「リプライ（reply）」，他のユーザーの投稿に「お気に入り（favorite）」や

「いいね（like）」を付けることができ，さらには，他のユーザーの Twitter ハンドルをツ
イートに含めることで他のユーザーに「メンション（mention）」をつけることもできる

（メンションされたユーザーには「通知（notification）」がなされる）。またユーザーがリ
プライしたものもツイートになるため，さらにそれをリプライしたりすることも可能であ
り，こうしたリプライに対するリプライは「コメントスレッド」と呼ばれ，この点こそが，
まさに Twitter が「ソーシャル」メディアプラットフォームと呼ばれる所以になってい
る。そうしたコメントスレッドは，複数のユーザーグループ間での「会話（conversations）」
を反映したものになっている 9。
　さらに，こうしたユーザーに相互交流を行う手段を提供する一方で，Twitter は，ユー
ザーに相互交流を制限する手段も与えている。それが，本判決における重要な区別とな
る，「ブロック」と「ミュート」である。
　「ブロック」の場合，ブロックをされたユーザーは，ブロックしたユーザーのツイート
を表示したり，リプライする機能を制限されてしまう。さらにブロックされたユーザーが
ブロックしたユーザーをフォローしたり，アカウントページにアクセスしたりすると，ブ
ロックされている旨のメッセージが表示されることになる。また，ブロックをしたユー
ザーにも，ブロックされたユーザーのツイートは表示されなくなってしまう。他方で，ブ
ロックされたユーザーが，ブロックしたユーザーとのコミュニケーション手段をすべて喪
失するわけではなく，例えばブロックしたユーザーをメンションすることは可能である

（ただし，その場合，ブロックしたユーザーにはメンションの通知は送られない）。
　対して「ミュート」の方は，自分のタイムライン上から，あるアカウントのツイート
を，フォローを解除したりブロックしたりすることなく削除できるものになる。こちらの
場合，ミュートされたユーザーは，自分がミュートされていることに気が付かない（通知
が送られない）し，普段通り，ミュートしたユーザーのツイートなどを見たりすることが
できる。またミュートしたユーザーにミュートされたユーザーはリプライすることができ
るが，そのリプライは通常では表示されない。ミュートしたユーザーがミュートされた
ユーザーをフォローしている場合には，ミュートしたユーザーが通知タブや会話をクリッ
クすれば表示される（フォローをしていない場合はこれらを操作してもリプライは表示さ
れない）10。
　以上のような Twitter の諸機能を踏まえたうえで，判決は，問題となっている @
realDonaldTrump のアカウントについて言及する。まず当該アカウントがトランプ自身
により設置されたのは，2009 年の 3 月で大統領就任以前のことである。2017 年の 1 月に
大統領に就任してからは，自身の政権について国民と相互交流するためのチャンネルとし
て当該アカウントは利用されており，また政府の公務に直接関連しない問題についても，
随時，当該アカウントを用いられている。この点，当該アカウントは，一般の誰もがサイ
ンインせずとも閲覧することができ，また誰もがフォローをする事ができる。トランプ自
身，自分のツイートにリプライする人々の言論を形式や主題によって制限することを目的
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とした規則や声明をいっさい出していない 11。
　さらに判決は，大統領就任以来，当該アカウントが

4 4 4 4 4 4 4 4

，本件の被告人の一人であり，ホワ
4 4

イトハウスのソーシャルメディア担当官であるダニエル・スカヴィーノの支援のもとで運
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

営されていることを指摘し
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

，その下で，大統領は当該アカウントで 1 日に複数回，彼の政
策方針を公表・説明したり，公式決定を発表したり，自身の政権に対する報道が不公平で
あるなどといったマスメディアへの不平不満をツイートしていることを取り上げる。その
中には，クリストファー・レイ（Christopher Wray）を FBI 長官に任命したことを始め
とし，政府の公務に関する事項を一般に公表するためにも使われていることも含まれてい
る。
　加えて興味深いことに，NARA（国立公文書記録管理庁）が，当該アカウントにおけ
る大統領のツイートを PRA（大統領記録法）に基づき保存されなければならない公式記
録であると指摘している点が取り上げられている。またダニエル・スカヴィーノによる支
援には，ツイートの起草や投稿も含まれており，さらに同氏は個人をブロックまたはブ
ロック解除するのに必要なアクセスを含めて，同アカウントに対するアクセス権を有して
いることが指摘される 12。
　こうした諸々の事実関係を整理したうえで，裁判所は個々の原告と Knight Institute が，
大統領および Scavino に対する原告適格（standing to sue）を満たしていると結論付けた
うえで，修正一条問題に取り掛かる 13。
　そこでは，まず①当該言論活動が修正一条上保護されているかどうか，②想定される
フォーラムがフォーラム分析を受け入れる余地があるかどうか，③どの類型のフォーラム
に該当するかという主として三つのステップが踏まれなければならないとされる 14。
　まず①の点について，原告らが行ったものは，まぎれもなく政治的言論であり，さらに
猥褻，名誉毀損のような明確に定義されて，綿密に狭く限定された言論のクラスに該当す
るという証拠もない。そのため，原告らの当該言論活動は修正一条で保護されているとい
える 15。
　次に②フォーラム法理の適用可能性についてであるが，それにはまず，当該スペースは
政府によって所有または管理されて（owned or controlled by the government）いなけ
ればならず，さらにスペースの目的，構造および意図された用途と一致していなければな
らない。この点から，当該アカウントの全体がフォーラム分析の対象とはならず

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

，原告も
当該アカウント全体へのアクセスを望んでいるわけではないことが示される 16。そのうえ
で，政府が所有または管理しているかという点についていえば，確かに Twitter は政府所
有 で は な い プ ラ イ ベ ー ト 企 業 で あ る が， 他 方 で 大 統 領 と ス カ ヴ ィ ー ノ は @ 
realDonaldTrump アカウントに関してさまざまな側面で管理を行っている。そして，当
該アカウントのツィートの内容が PRA に基づいた公式記録として保存される等といった
諸点からすれば，それはやはり当該アカウントの管理権が政府のものであることを示して
いる。つまるところ，大統領は，当該アカウントを個人のものというより大統領のアカウ

4 4 4 4 4 4 4

ントとして表示
4 4 4 4 4 4 4

しており，さらに大統領のみが行える行動を当該アカウントで実行してい
る 17。次に，スペースの目的，構造および意図された用途との一致に関しては，当該アカ
ウントの全体ではなく，3 つの側面（ツイートの内容，当該アカウントのツイートで構成
されるタイムライン，および各ツイートの「相互交流的な空間（the interactive space）」）
をそれぞれ評価していく 18。パブリック・フォーラム論が適用されない典型として政府言
論（government speech）があるが，この点に基づくと，当該アカウントによって送信さ
れたツイートの内容は，単に大統領または他の政府関係者による言論であり，同様に当該
アカウントによって生成されたすべてのツイートを表示するタイムラインはフォーラム分
析を受け入れない。しかし，大統領によるツイートそれぞれに関連した相互交流的な空間
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は，政府言論には該当せず，先例に照らせば，当該空間は適切にフォーラムとして分析が
なされることになる 19。
　最後に，③パブリック・フォーラムのどの類型に該当するかという点について，分類の
フレームワークを当てはめるなら，まず歴史的監修の存在しない Twitter 上の相互交流的
な空間は，伝統的パブリック・フォーラムではないことが明らかである。他方で，当該ア
カウントは，ブロックされていない限り，誰でも見ることができ，大統領のツイートにリ
プライまたはリツイートすることで相互交流的な空間に参加することができる点を考慮す
るならば，それが指定的パブリック・フォーラムであることがわかる 20。
　そのうえで，裁判所は，個々の原告に対する当該アカウントからの「ブロック」が，指
定的パブリック・フォーラムのもとで許容されるかどうかを検討するために，見解差別

（viewpoint discrimination）審査を行っている。そこでは，個々の原告が大統領自身や彼
の政策方針を批判したツイートを投稿した直後にブロックされたと主張し，被告もそれを
否定していないという記録に照らし合わせるならば，明らかに見解に基づいた差別の結果
としてブロックを行っていることがわかる 21。
　これに対し，被告側は，大統領自身が個人的な修正一条上の利益から，個々の原告に関
与しない権利（＝無視する権利）を有しており，ブロッキングは許容されると主張する。
この被告側の主張を検討するにあたり，裁判所は，非常に重要なことに Twitter の「ブ
ロック」機能と「ミュート」機能の違いに言及している。ミュートの場合，たとえリプラ
イが最終的に無視されたとしても，ミュートされたユーザーは，ミュートしたユーザーに
直接リプライを送ることができる。ところが，「ブロック」の場合，ブロックされたユー
ザーが，ブロックしたユーザーのツイートを閲覧するまたはリプライすることを完全に制
限してしまう。このようにブロックされたユーザーが直接リプライする機能を排除してし
まう点は，単にブロックされたユーザーを無視すること以上のものである。大統領の個人
的な修正一条上の権利はもちろん重要であるが，それは，大統領に批判的な人々の対応す
る修正一条上の権利を侵害するような方法で行使することはできないのである 22。
　以上のような本判決をまとめると，次のようになる。
　❶  @realDonaldTrump のアカウントのうち，各ツイートの相互交流的な空間（the 

interactive space）については，指定的パブリック・フォーラムに該当する。そのた
め，見解差別（viewpoint discrimination）は禁止される。

　❷ 本件の「ブロック」は，明らかに見解に基づいた差別である。
　❸ 大統領が「ブロック」機能を用いて原告側を無視する権利があるとするが，それは

「ミュート」の範囲に限られる。「ブロック」は単なる無視以上のものであり，排除で
ある。

　以上に基づいて，連邦地裁は，原告側の修正一条違反の主張を認める判決を下してい
る 23。

▶ ３　ネットワーク請願権の登場？

（1）判決の意義
　さて，先述のパブリック・フォーラム論の分類を前提とするならば，通常，インター
ネットそのもの，または SNS そのものをパブリック・フォーラムとみなすことは困難で
ある。そもそも（アメリカの判例法理である）パブリック・フォーラムの最も重要な点
は，政府による公的な場であり，単なる私有地ではないこと24 とするならば，インター
ネットそのもの，または SNS そのものをパブリック・フォーラムとして扱うことは妥当
ではないように思われる。もっとも，インターネットの帯びるその公共的な側面と，もと
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もとインターネットが政府により開発されたことを理由にパブリック・フォーラムとして
認める議論もなくはない 25。
　しかしながら，①インターネットはよく「場」として表象されるものの，それは仮想的
なものにすぎず，「物理的な場所」ではないし，②さらに確かにインターネットの起源は
国防総省技術研究所における ARPANET にさかのぼることができるが，もともと各大学
間をつなぐ研究用ネットワークの側面も強くあったし，結果的にその商用化が始まって以
降，私企業群によって整備・発展してきた。そのうえで現在，インターネットの管理は，
各私企業にイニシアチブが存在するという反論はあり得る。
　ただし①に対しては，もともとアメリカにおいて「パブリック・フォーラム」論はその
発祥こそ物理的な「場」に依拠していたが，高度に抽象的な（metaphysical）パブリッ
ク・フォーラムを判例も認めて26 おり，（日本と対照的に）「物理的な場」に限定されるわ
けではないという再反論は可能である。さらに②についても，SNS そのものについてパ
ブリック・フォーラムとして扱うことは許されなくとも，政府・公務員のユーザー・アカ
ウントは，コントロールすることが可能であり，こうしたものに限定しさえすれば同論を
用いることは可能である。現に Knight Institute 判決も，SNS の政府・公務員のユー
ザー・アカウントのうちの一部（「相互交流的な空間」）に絞って，パブリック・フォーラ
ム論を慎重に適用しているところである。また Knight Institute 判決以外の同様の訴訟に
おいても，裁判所は州検察官（Commonwealth’s attorney）の Facebook アカウントにつ
いて，Loudoun County’s Social Media Comments Policy に準拠していること等を理由と
して，限定的パブリック・フォーラムに認定しているところである 27。このパブリック・
フォーラム論の公職者の SNS への適用範囲の観点から，本判決が示した意義は非常に大
きいと評価できる。

（2）判決の下地
　加えて，本判決の下地をつくったと考えられるのが，Packingham v. North Carolina 連
邦最高裁判決28 である。この判決は，Knight Institute 判決の中でも引用（at 574, 575）
されているところである。この判決で問題となったのは，2008 年に制定された登録性犯
罪者（registered sex offenders）が Facebook などの SNS にアクセスすることを禁じた
ノースカロライナ州法であった。被告のレスター・パッキンガム（Lester Packingham）
は，同法違反に問われて大陪審に起訴されたのだが，同法が修正一条違反であると主張し
たのである。裁量上訴を認めた連邦最高裁は，８対０で同法を修正一条に基づき違憲と判
断した。ケネディ判事の筆による同判決はまず重要なこととして，すべての人が話し，聴
き，そして熟考した後，再び話し，聴くことのできる「場へのアクセス（access to 
places）」 こ そ が，「 修 正 一 条 の 基 本 的 原 理（A fundamental principle of the First 
Amendment）」であるとする 29。そのうえで，今日そうしたコミュニケーションを行う場
としてかかせないものとして SNS を位置づけ，それぞれ次のように評価する。まずユー
ザーが宗教や政治について友人と議論すること等ができるものとして Facebook を，ユー
ザーが仕事を探したり，従業員を募集したりするものとして LinkedIn を，そして（本稿
にとって非常に重要なことに）有権者が自分たちの代表者に「請願（petition）」したり，
より直接的な方法で「関与（engage）」することのできるものとして Twitter を挙げてい
るのである 30。
　加えて連邦最高裁は，SNS が，「ユーザーに対して，情報にアクセスしたり，頭に思い
浮かぶかもしれないあらゆる主題について，ユーザー同士が互いにコミュニケートするこ
とを可能にするものである」31 と指摘したうえで，州が登録性犯罪者が SNS にアクセスす
ることを禁じたことで，「現代のパブリックスクエア（the modern public square）にお
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いて，今起こっている出来事を知り，従業員募集の広告をチェックし，話したり，聞いた
りする主要な情報源」へのアクセスを禁じてしまっていると批判している 32。
　要するにこの判決は，修正一条によって，たとえ性犯罪の前科者であったとしても，
SNS にアクセスする権利が保障されており，州法によって政府がアクセスを禁じるには
重要な政府利益とそれを達成するための綿密に調整された手段が必要であると判示したの
である。そして，きわめて重要なことにそうした言論活動の「場」としての SNS を「現
代のパブリックスクエア（the modern public square）」として位置付けた。
　この論理は，パブリック・フォーラム論と同義ではないが，明らかに類推したものであ
り，その効果は Packingham 判決を見る限り，一般公衆に対する技術利用権，よりかみ
砕いていえば「ネットワークにつながる自由」を保障したものと考えられる 33。この点，
Clay Calvert は，Packingham 判決のケネディの言明が，Knight Institute 事件で争われ
ているような，政府言論の文脈で「政府関係者のソーシャルメディアアカウントにアクセ
スする権利の地盤を築いた」ことを指摘し，その「論理的な橋渡し（logically bridged）」
を行ったとしている 34。

（3）ネットワークを通じた請願権として再構成？
　それでは，上記を踏まえたうえで本判決が認めた権利とはどのようなものだったのか，
評価してみたい。この点を考えるうえで重要となるのが，公職者による SNS の利活用が，
現代においてどのような問題を引き起こすかという視点である。社会学者の西田亮介は，
現代における政治が理性や合理性に基づいた討議ではなく，より有権者の直観に訴える

「イメージ政治」へと変化してきていることを指摘する。そこでは，政治家は，マニフェ
ストをはじめとする政策論議ではなく，自らや自らの党派にとってプラスになる「イメー
ジ」を有権者集団に根付かせることを目指すことになる。西田によれば，この手法を画期
的に用いたのが現在の第二次安倍政権である（西田はそれを「統治のイメージ政治」と呼
ぶ）が，それは何も政権・与党側のみならず，それに対抗する党派（典型例として
SEALD ｓが挙げられる）も同じような手法を駆使しつつある（「抵抗のイメージ政
治」35）。こうした「イメージ政治」の展開は，マスメディアのスクリーニングを通さない，
ソーシャルメディア経由でこそよく機能すると考えられる。
　また我々がより警戒しておかなければならないのは，こうしたデジタル技術を駆使した

「イメージ政治」が，現代のビッグデータや AI 技術と結びつき，より高度に「精緻化」
されていくことが予測されるという点である。いわゆる「マイクロターゲティング広告」
の政治広告バージョンであるが，本稿が取り上げるトランプ大統領は，大統領選の時期か
らこうした技術を非常に巧妙に駆使している。それがわかるのが，「プロジェクト・アラ
モ」（あのケンブリッジ・アナリティカからもスタッフが送り込まれている）と呼ばれる
トランプの大統領選において選挙運動のデジタルプランを担当したチームの存在であ
る 36。たとえばケンブリッジ・アナリティカがこのプロジェクトでデータからはじき出し
たものには，国産車（例えばフォード）を選ぶ人は潜在的にトランプの支持者であり，

「説得可能である」というモデルがある37。これは何もトランプ大統領のみが駆使してい
る技術ではない。こうしたマイクロ・ターゲティングと呼ばれる政治広報の手法38 は，オ
バマも大統領選時に用いている。彼の選挙対策本部「Cave」が，ビッグデータ・AI 技術
を用いて，西海岸で 40 代の女性を政治資金パーティに呼び込むためのゲストとして，
ジョージ・クルーニーが最適であることを割り出した 39。このように，AI 技術による精
緻な「プロファイリング」技術が選挙運動などにおける「イメージ政治」戦略に用いら
れ，今後もさらに精緻に，そして緻密に行われていくことが考えられる。
　そのうえで，SNS 上でのメッセージ展開も注目される。興味深いことに，先の「プロ
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ジェクト・アラモ」は，トランプの SNS 運用にも深く関与していたとされる。同プロ
ジェクトのテリーザ・ホンが，『操られる民主主義』の中で著者ジェイミー・バートレッ
トとのインタビューに際し，次のように述べている点が興味深い 40。

「フェイスブックのミスター・トランプの投稿は，ほとんど私が書いたのよ」
（略）
「どうやれば，ドナルド・トランプのような人間になりきれるんですか」と問い返した。
「そうね，『私を信じてほしい（ビリーブ・ミー）』『おまけに（オルソー）』『とても（ベリー）』と
いう言葉を繰り返すこと（略）。ミスター・トランプはこの手のものを書かせたら最高よ。本当に
わくわくする文章だわ。やっぱり，本物は違うわね」。

　本判決においても，トランプ大統領だけでなく，被告の中にソーシャルメディア担当官
であるスカヴィーノ氏が含まれている点は上記のような問題点をよりいっそうあぶりだす
ことになるだろう。もっとも，これまでも，政治広報合戦はさまざまな方法を用い，メ
ディアを通じて行われてきた 41。しかし①現代においてはビッグデータ・AI の利用（特
に「プロファイリング」技術）により，これまでにないほどの「精緻」さと「誘導力（動
員力）」をもって行われ，②既存メディアのみならず SNS などを介してダイレクトに「国
民（有権者）」に対して行われるようになったことで，プレスの監視・スクリーニング機
能が働かない点に，より深刻さがある。そして，こうした高度な「政治マーケティング」
は，選挙権の行使についての正統性に疑いを生じさせる42 ほか，ひいては民主政治システ
ムそのものの正統性をも揺らがせる恐れがある43。
　この点，Twitter における公職者に対する「リプライ」を合衆国憲法修正１条の「請願
権」の行使（＝ネットワークを通じた請願権）として捉えなおす方向性はありうるかもし
れない。「パブリック・フォーラム」論の元来の趣旨は，政府管理下にある「場」をコ
ミュニケーション活動として「利用する権利」であった。しかし本判決が認めたものは，
単なる「場の利用権」を超えた，ネットワークを通じて公職者（トランプ）に直接的に苦

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

情を訴える，または直接的に関与する権利
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

（ネットワーク請願権？）に他ならない。2017
年にメリーランド州の ACLU 等が同州の知事に対して提起した訴訟 44 に関し，ACLU 側
の法務責任者（legal director）が，修正一条の目的として，政治的言論活動と並び，「彼
らの概念に取り組むよう政府に対して請願（petition）すること」を挙げている 45。また
Pakingham 判決の中でも，最高裁が，有権者が自分たちの代表者に「請願（petition）」
したり，より直接的な方法で「関与（engage）」することのできるものとして Twitter を
挙げている。
　もちろんアメリカにおける「請願権」の射程と効果についての検討を行う必要はある
し，本判決で認められた範囲でいえば，トランプ大統領は，そうした「請願」を無視する
こともできる（判決では「ミュート」については認められている）。とはいえ，SNS の公
職者アカウントにおける上記諸点を踏まえるならば，本判決が従来のパブリック・フォー
ラム論を軸に認めたデジタル請願権は，英国やその他の国で実装されている電子請願制
度46 とは異なった，いわば公職者による「政治マーケティング」に対する直接的なカウン
ター行うものとしての効果が見込まれる点で非常に画期的ともいえるだろう。

▶ ４　SNS とネットワーク請願権

（1）諸刃の剣
　ただし本判決が認めた権利には「諸刃の剣」の側面がある。まず，政府・公職者が形成
し，管理している言論フィールドを，他のユーザーが執拗に投稿を繰り返すことによって
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「ハイジャック（乗っ取り）」してしまうことはありうるし，そうした「ハイジャック」を
する権利が憲法（修正一条）上，正当化されうるのかという点も考慮に入れなければなら
ないのではないかという点が指摘されている 47。もちろん，判決の中でも検討されている
ように，表現の自由の保護範囲を超える「違法」なもの（過度な猥褻表現や名誉毀損）に
対しては，排除することも認められるであろうが，この点，留意しておかなければならな
いのは，物理的なフィールドにおける場合に比して，こうした仮想的なパブリック・
フォーラムを「炎上」させることは実にたやすいという点である。最近の研究では，ネッ
トを炎上させるきっかけを作っているのはごく少数者であり，一部の僅かな者の「火つ
け」で容易に討議不能な「炎上」状態を形成できることが示唆されている 48。こうした政
府・公職者の形成する言論フィールドを，政府・公職者らが管理できないことによって，
逆にパブリック・フォーラムの本来の趣旨（みんなによる「熟議」）に反した状態に陥る
危険性をどのように考えるべきだろうか。
　加えて，パブリック・フォーラム論の対象となる公職者のアカウントの対象は，どこま
で及ぶのかが気になるところである。例えば，我が国においては，首相（官邸アカウント
も含む）や大臣，知事のアカウントがこれに含まれるとして，では与野党の国会議員のア
カウントはどうだろうか？与野党問わず国会議員はその中に十分に入りうるだろうか。こ
れ以外にもたとえば，現役の裁判官のアカウントはどうだろうか？これら対象が際限なく
広がっていった場合，上記と併せて考えるなら，そうした対象は，自らに執拗な批判を
送ってくるユーザーを排除するソーシャルメディアの機能（＝執拗な敵対的ユーザーを排
除する権利）を制限されることになる。
　もっとも，本判決は，パブリック・フォーラム論の適用対象となる「公職者」のアカウ
ントかどうか，さらにいえば公的なアカウントか私的な（個人的な）アカウントかどうか
について，その運営実態を含めてより総合的に判断しているように思われる。そこでは，
実際にどのような内容が呟かれていたかや，運営に（ダニエル・スカヴィーノ氏はまさに
それであるが）政府「機関」として関与があったかどうか，はては公文書として保存され
るべきものかどうかといった観点が取り入れられている。これらの点を踏まえると，単な
る政治家や公務員のアカウントに対して，本判決と同様のあてはめが行われるかどうかに
ついてより慎重に検討されるべきところである。

（2）もう一つの隠れたアクター
　またそもそも論として，この問題を SNS 上でのブロックする公職者 VS ブロックされ
るユーザーというような二者対立構造でとらえると，（この判決の射程範囲を超える論点
ではあるが）もう一つの重要なアクターを見逃してしまう点に注意が必要と考える。それ
は，「媒介者」49 としての SNS 企業の存在である。現代において言論空間のアーキテクチャ
は，SNS 企業に属するエンジニア集団によって「デザイン」されている。具体的にいえ
ば，Twitter の文字数制限も，UI も，ブロックやミュートといった諸機能も，そして，
個々のユーザーのタイムラインに表示されるツイートの優先順位も，すべて政府ではな
く，Twitter 社によって「デザイン」されている。
　いわば，トランプ大統領は（そしてユーザーも），Twitter 社の提供する仮想的な「場」
の片隅を間借りし，そのうえでコミュニケーションをしているに過ぎない。ここから例え
ばであるが，トランプ大統領が見解に基づいて特定のアカウントを自身のアカウントから

「ブロック」するということをやめ，自身のアカウントに攻撃的な敵対アカウントをブ
ロックする（あるいはアカウント停止状態にする）ことを Twitter 社に依頼した場合はど
うなるだろうか50。おそらく，アカウント停止されたユーザーにとっては，トランプ大統
領に「ブロック」されるのと同等またはそれ以上のダメージを受けることになる。しか
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し，（一部州は除き）合衆国憲法修正一条の名宛人は，あくまで「政府」であり，Twitter
社は当然のことながら「政府」には該当しない。Twitter 社が，トランプに代わって

4 4 4 4 4 4 4 4 4

アカ
ウントを「ブロック」する措置をとったとしても，それは修正一条上の問題をそもそも生
じさせないことになる。もちろん，上記の例では，実際のところ，トランプ大統領側から
の請求に Twitter 社が応じる義務もまたなく，さらに Twitter 社は，自己のメディアポ
リシーに従って，当該アカウントがメディアポリシーに反しているかどうかを自律的に
チェックしてブロック（またはアカウント停止措置）を決定することになるだろう。しか
しながら，いったん Twitter 社が敵対アカウントを停止状態にするなどの措置を行った場
合，その処分を受けた側がそれに反論・回復するための手続きがどれほど形成されている
だろうか。それは，今回の訴訟と同じ程度に保障されているといえるだろうか？
　さらに，Knight Institute 判決では，実際にトランプからブロックをされた原告らが注
目を集めるが，その特異な立ち位置として，Knight Institute にも注意を払うべきだろう。
彼らは，原告らがトランプにブロックされたことで，トランプのツイートにリプライをし
たやりとりを読むことができなくなったという主張をしている。これはあえて日本的な言
い方をすれば，「知る権利」を侵害されているという主張といえるかもしれない。
　この点，先ほどの判例解説では飛ばしてしまったが，裁判所は Knight Institute の
Standing について検討している。一般的に，アメリカにおける Standing には，憲法上，
3 つの要件がある。すなわち，①事実上の損害，②因果関係，③適切な救済である。この
点で，裁判所は，Knight Institute の事実上の侵害を認定したうえで，それらの原因がト
ランプらの行為にあると考えている 51。もともと物理的な場を意識していた際の，こうし
た討論をしている二者のやり取りを見守る「観客（＝他者）」の知る権利も踏まえて，パ
ブリック・フォーラム論が構成されていたと考えると，もともとパブリック・フォーラム
論には，そこで行われる討議に触れる「他者」の視線も組み込まれていたと考えられる。
そうした「観客」にとっての「知る権利」という点で考えてみると，権利を妨げることが
できるのは，実はトランプら（ブロックする公職者）だけではない。むしろ，SNS のア
ルゴリズムによるフィードの表示選別もまた，相互交流的なやり取りを観客に「見えなく
させている」要因の一つである。もちろん Twitter も，タイムライン上に表示される優先
度を自社のアルゴリズムによって決定している52。
　以上のように，デジタル領域における新たな権利創出は重要な課題ではあるが，他方で
この領域がそもそも，プラットフォーム企業の「掌（アーキテクチャ）の上」であること
は意識せざるを得ない。オンライン・プラットフォームのアーキテクチャは確かに私たち
に「自由」を与える反面，その領域内では最初からユーザーの行為可能性の限界を「設
定」してしまう。こうした領域に，物理的空間から発想が始まった「パブリック・フォー
ラム」論を適用することの是非は慎重に考える必要があるように思われる。もちろん当然
のことながら，こうした問題自体は，（アメリカの）パブリック・フォーラム法理の射程
からは外れているし，訴訟としてとらえきることも難しい。そのため，別の観点からとら
えなおす必要性があるだろう。この点については，今後の検討課題としたい。

▶ ５　おわりに　日本型パブリック・フォーラムの可能性？

　本稿は，すでに（アメリカの）パブリック・フォーラム論からは，物理的な場所という
制約は失われていることを指摘したところであるが，同時にそこでもう一つ失われたもの
がある。それが，「肉体」である。すなわち，主なコミュニケーションのフィールドが，
デジタルな仮想空間にシフトしたことで，パブリック・フォーラム論の中から「肉体」の
重要性は消失しつつある 53。問題はこれらが失われることにより，何か問題があるのか，
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である。この点，言論（特に政治的言論）から「リアル（＝皮膚感覚）」が消失しつつあ
るのではないか？という視点を，社会学者の佐藤信が，60 年代～ 70 年代の日本における
学生運動（安保闘争）を素材として，見事に抉り出している 54。

「現代において，（ネットを含む）情報の海の中から人が『個』を特定していくためには，ぼくらは
他者と自己とを区別し，同時に他者を理解するチャネルとしての皮膚を認識する必要がある」。55

「つまるところ，手触り感のある政治，リアルな政治，それが新しい政治の姿になっていくのでは
ないか（略）。つまり，その政治に触れることがすなわち『公』の『ざわめき』に触れることであ
り，それすなわち他者との間の皮膚を意識するということであり，それが自らの生の実感としての

『リアル』につながるという，そんな政治のあり方がありえるのではないかと思うのだ」。56

　ここで佐藤のいう「リアル」とは，ある種，市民として「政治」に向き合い，（自分た
ちが変えた政治の結果を「個人」として引き受けるという）「責任」を負うという実感覚
として描かれている。ここで描写された問題系が，憲「法学」にどのような示唆を与える
かという点についてはより綿密な検討が必要となるだろうが，アメリカの憲法論者の中に
も SNS やインターネットを評価する際に持ち出すアラブの春，ジャスミン「革命」（わが
国でいえば SEALD ｓの活動もだろうか）57 が，アルゴリズムにより設計された仮想空間
でのつながりと動員をきっかけにしつつも，最後はそうしたアルゴリズムから「解放」さ
れた路上において生身の身体をさらすに至ったことに，着目する必要があると考えられ
る。憲法が，（特に表現の自由のなかで）私たちの「肉体」をどのように位置づけていく
のかについては，現代において引き続き検討していく価値がある。この点，我が国におい
て 伊 藤 正 己 を 祖 と し て 展 開 さ れ て き た パ ブ リ ッ ク・ フ ォ ー ラ ム 論 58 は， い ま だ
metaphysical の領域には達するかは保留されており，「肉体的」言論活動の文脈において
活用される可能性を残している 59。本稿が扱ってきた公職者による政治マーケティングへ
のカウンターとして，政治アクターの SNS アカウントにアクセスし，直接請願する権利
と同時並行で，日本型パブリック・フォーラム論がその特質を生かし，「リアル」な言論
活動を擁護することもまた重要となるかもしれない。

●付　記

　本稿は，関西大学の 2019 年度特別奨励研究費「政治における SNS 利活用を巡る諸問題
について」による助成を受けている。また本稿の内容は，2019 年 3 月 30 日に同志社大学
今出川キャンパスにおいて開催された関西憲法判例研究会において，執筆者が報告した

「政治家の SNS はパブリック・フォーラムか？　ソーシャルメディアとデモクラシーの関
係を考える」に加筆修正を加えたものになる。研究会では，諸先生方から数多くの，そし
て非常に貴重なご示唆をいただいた。この場を借りてお礼申し上げたい。また，執筆者の
現本務校である関西大学社会学部メディア専攻の大学院における合同演習においても，報
告の機会をいただいた。この際にも，同僚の先生方，そして院生の方々より，法学とは異
なる社会学からの観点での大変貴重な指摘をいくつもいただいた。こちらについても，こ
の場を借りてお礼申し上げたい。
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